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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　６月30日

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　３月31日

売上高 (千円) 1,162,667938,2684,203,807

経常損失(△) (千円) △19,537 △64,589△264,326

四半期純利益又は四半
期（当期）純損失(△)

(千円) 25,203 △55,207△561,459

純資産額 (千円) 1,280,753679,705 735,205

総資産額 (千円) 3,972,6972,521,0882,228,939

１株当たり純資産額 (円) 97.80 51.98 56.23

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期（当
期）純損失金額(△)

(円) 3.19 △4.22 △47.64

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 32.2 27.0 33.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 47,134 △99,523△393,597

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 259,008 △2,495 1,009,670

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 107,552 308,949△716,354

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 937,896 630,848 423,919

従業員数 (名) 216 187 196

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第61期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４　第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

５　第62期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 187（29）

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 184（27）

(注) １　従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

製品制作 307 △30.8

印刷 522 △15.6

合計 829 △21.9

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

製品制作 317 △28.9 77 △9.1

印刷 560 △11.8 78 △27.3

合計 878 △21.9 155 △19.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業部門部別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

製品制作 311 △28.7

印刷 566 △11.9

商品 60 △27.2

合計 938 △19.3

　

(注) １　主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　 相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

　 カルビー㈱ － － 184 19.7

 　　　２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

（1）当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

（２）提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

当社グループは前連結会計年度末に策定した事業再構築計画を現在、継続的に実施中でありますが、

当該計画は前期から続く厳しい経済環境の印刷業界において既存の印刷事業の売上高を前年並みに確

保することを前提としております。また、金融機関からの借入金には財務制限条項が付されたものが含

まれており、当該条項に抵触した場合には借入金の全額又は一部を一括返済しなければならなくなる

可能性があります。これらの状況から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年来の世界的金融危機による厳しい経済環境が

続き、多くの企業が業績を悪化させ、設備投資も大幅に減少し、輸出や生産等には底入れの兆しが見え始

めたものの、景気はいまだ不安定で先行きの不透明感が拭えない状況であります。

このような経済環境のなか、当社グループは前期に策定した事業再建計画のもと、オンデマンドPOP事

業の推進、不採算の事業所の統廃合、人員削減を含むコスト構造の改善を実施し、経費節減を強化して黒

字転換を目指し努力してまいりました。しかしながら、経済環境の悪化から受注単価の更なる下落が続

き、大幅に受注高が減少いたしました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は９億38百万円と前年同期に比べ19.3％（前年同期は

11億62百万円）の減収となりました。利益面につきましては、外注費や人件費など経費削減施策の実施に

より収益性の改善はされたものの、売上高の大幅な減収の影響が響き、営業損失65百万円（前年同期は営

業損失17百万円）、経常損失64百万円（前年同期は経常損失19百万円）、四半期純損失55百万円（前年同

期は四半期純利益25百万円）と当第１四半期においては赤字となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は25億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億92

百万円増加いたしました。流動資産は16億29百万円となり、３億17百万円増加いたしました。その主な要

因は、現金及び預金の増加２億６百万円等であります。固定資産は８億91百万円となり、24百万円減少し

ました。その主な要因は減価償却等によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は18億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億

47百万円増加いたしました。流動負債は８億96百万円となり、73百万円増加いたしました。主な要因は短

期借入金の増加39百万円等であります。固定負債は９億45百万円となり、２億74百万円増加いたしまし

た。その主な要因は、長期借入金の増加２億69百万円等であります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は６億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ55

百万円と減少いたしました。主な要因は、第１四半期連結累計期間において四半期純損失等の計上55百万

円であります。その結果、自己資本比率は、前期連結会計年度末の33.0%から27.0%となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、６億30百万円

と前連結会計年度末と比べ２億６百万円の増加となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金は99百万円の支出（前年同四半期は47百万円

の収入）となりました。これは、減価償却費18百万円の計上、たな卸資産の減少14百万円等の資金の増加

に対して、税金等調整前四半期純損失51百万円の計上、売上債権の増加70百万円、仕入債務の減少12百万

円等の資金の減少によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金は２百万円の支出（前年同四半期は２億59百

万円の収入）となりました。これは主に、有形固定資産の取得２百万円等による資金の減少によるもので

す。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金は３億８百万円の収入（前年同四半期は１億

７百万円の収入）となりました。これは主に、長期借入金の返済21百万円等の資金の減少に対して、長期

借入れによる収入３億30百万円等の資金の増加によるものです。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費は３百万円であります。
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（6）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対策

当社グループは、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解消するため、対応

策として、前連結会計年度末に策定した事業再構築計画を現在、以下の内容で実施中であります。

・順調なオンデマンドPOP事業の更なる増収増益体制の確立

・生産部門の原価責任制度による内部生産力の増強と外注管理体制を整備し、内部利益が確保でき

る体制の強化

・人員の再配置を含むコスト構造の改善

・経理等のシステムのIT化及び、業務処理体制の迅速化・効率化の早期確立

以上により収益性の改善と財務体質の健全化を図り、継続的に安定した経営を目指します。

EDINET提出書類

株式会社光陽社(E00711)

四半期報告書

 8/26



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において計画中であった㈱光陽社ダブル・クロック渋谷の閉鎖による建物等の除却

は、平成21年４月に完了しました。

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,392,00013,392,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 13,392,00013,392,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ― 13,392 ― 1,928,959 ― 180,000

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 316,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
12,969,000

12,969 ─

単元未満株式
普通株式
107,000

― ─

発行済株式総数 13,392,000― ―

総株主の議決権 ― 12,969 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社光陽社

大阪市中央区谷町四丁目
７番11号

316,000 － 316,000 2.36

計 ― 316,000 － 316,000 2.36

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年　
４月 　５月 　６月

最高(円) 40 63 59

最低(円) 25 33 44

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社光陽社(E00711)

四半期報告書

11/26



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 641,448 434,519

受取手形 ※２
 311,838

※２
 234,105

売掛金 505,361 505,784

商品及び製品 11,549 16,464

仕掛品 61,043 65,161

原材料及び貯蔵品 19,071 24,382

その他 95,973 59,727

貸倒引当金 △16,559 △27,494

流動資産合計 1,629,726 1,312,650

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 238,214

※１
 246,082

機械及び装置（純額） ※１
 79,442

※１
 88,393

車両運搬具（純額） ※１
 299

※１
 324

土地 244,225 244,225

リース資産（純額） ※１
 19,013

※１
 20,253

その他（純額） ※１
 20,122

※１
 21,678

有形固定資産合計 601,316 620,957

無形固定資産

のれん 79,178 83,420

その他 40,940 42,382

無形固定資産合計 120,118 125,802

投資その他の資産

投資有価証券 51,014 48,277

破産更生債権等 30,184 37,245

差入保証金 74,461 75,029

その他 40,400 41,434

貸倒引当金 △26,134 △32,458

投資その他の資産合計 169,926 169,528

固定資産合計 891,362 916,288

資産合計 2,521,088 2,228,939
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 308,664 310,751

買掛金 210,176 220,557

短期借入金 ※３
 135,330 96,327

リース債務 4,837 4,756

未払金 64,815 48,155

未払法人税等 5,260 14,702

賞与引当金 44,412 30,201

その他 122,587 97,529

流動負債合計 896,083 822,981

固定負債

長期借入金 ※３
 478,284 208,303

リース債務 15,465 16,705

退職給付引当金 413,597 403,366

繰延税金負債 31 －

その他 37,920 42,377

固定負債合計 945,298 670,752

負債合計 1,841,382 1,493,733

純資産の部

株主資本

資本金 1,928,959 1,928,959

資本剰余金 180,000 180,000

利益剰余金 △1,389,622 △1,334,342

自己株式 △35,068 △35,106

株主資本合計 684,267 739,509

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,561 △4,304

評価・換算差額等合計 △4,561 △4,304

純資産合計 679,705 735,205

負債純資産合計 2,521,088 2,228,939
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 1,162,667 938,268

売上原価 884,243 750,426

売上総利益 278,423 187,842

販売費及び一般管理費 ※
 296,173

※
 253,262

営業損失（△） △17,749 △65,420

営業外収益

受取利息 41 27

受取配当金 9,740 183

持分法による投資利益 － 2,962

その他 6,997 2,907

営業外収益合計 16,779 6,081

営業外費用

支払利息 9,373 2,715

支払補償費 5,714 1,427

その他 3,479 1,107

営業外費用合計 18,566 5,250

経常損失（△） △19,537 △64,589

特別利益

投資有価証券売却益 89,185 －

貸倒引当金戻入額 － 13,138

特別利益合計 89,185 13,138

特別損失

固定資産売却損 55 －

投資有価証券売却損 11,752 －

事業構造改善費用 29,175 342

その他 － 106

特別損失合計 40,983 448

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

28,664 △51,899

法人税、住民税及び事業税 3,460 3,308

法人税等合計 3,460 3,308

四半期純利益又は四半期純損失（△） 25,203 △55,207
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

28,664 △51,899

減価償却費 16,620 18,529

のれん償却額 － 4,241

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,711 △17,258

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,128 14,211

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,018 10,230

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △44,619 △31,697

受取利息及び受取配当金 △9,781 △211

支払利息 9,373 2,715

持分法による投資損益（△は益） － △2,962

有形固定資産売却損益（△は益） 55 －

有形固定資産除却損 24,108 4,414

投資有価証券売却損益（△は益） △77,433 －

会員権売却損益（△は益） － 80

売上債権の増減額（△は増加） 86,633 △70,250

たな卸資産の増減額（△は増加） 23,736 14,344

仕入債務の増減額（△は減少） △49,549 △12,469

その他 31,706 35,299

小計 62,338 △82,681

利息及び配当金の受取額 9,782 211

利息の支払額 △8,438 △2,351

法人税等の支払額 △16,547 △14,702

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,134 △99,523

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △300

定期預金の払戻による収入 － 300

有形固定資産の取得による支出 △1,647 △2,993

有形固定資産の売却による収入 200 －

投資有価証券の取得による支出 0 －

投資有価証券の売却による収入 247,265 －

無形固定資産の取得による支出 △8,846 △288

会員権の売却による収入 － 200

短期貸付金の回収による収入 236 －

長期貸付金の回収による収入 180 －

差入保証金の差入による支出 △2,349 △75

差入保証金の回収による収入 23,970 661

投資活動によるキャッシュ・フロー 259,008 △2,495
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △20,000 －

長期借入れによる収入 － 330,000

長期借入金の返済による支出 △230,373 △21,016

株式の発行による収入 357,946 －

自己株式の取得による支出 △21 △62

自己株式の売却による収入 － 27

財務活動によるキャッシュ・フロー 107,552 308,949

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 413,694 206,928

現金及び現金同等物の期首残高 524,201 423,919

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 937,896

※
 630,848
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

当社グループはこのような状況を解消すべく、前連結会計期間期末に策定した事業再構築計画を現

在、以下の内容で継続的に実施中であります。

・順調なオンデマンドPOP事業の更なる増収増益体制の確立

・生産部門の原価責任制度による内部生産力の増強と外注管理体制を整備し、内部利益が確保で

きる体制の強化

・人員の再配置を含むコスト構造の改善

・経理等のシステムのIT化及び、業務処理体制の迅速化・効率化の早期確立

以上により収益性の改善と財務体質の健全化を図り、継続的に安定した経営を目指します。

また、当該計画を確実に実行していくために必要な資金を金融機関からの借入金により調達いたし

ました。

しかしながら、当該計画は前期から続く厳しい経済環境の印刷業界において既存の製版・印刷事業

の売上高を前年並みに確保することを前提としています。また、金融機関からの借入金には財務制限条

項が付されたものが含まれており、当該条項に抵触した場合には借入金の全額又は一部を一括返済し

なければならなくなる可能性があります。これらの状況から、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続的企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

　

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価

切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は1,135,682千円で
あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は1,132,157千円で
あります。

※２　受取手形割引高は58,510千円であります。 ※２　受取手形割引高は190,330千円であります。

※３　財務制限条項等
　　　当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫から借

入れた180,000千円（短期借入金25,920千円、長期
借入金154,080千円）には財務制限条項が付され
ており、下記のいずれかに該当した場合には日本
政策金融公庫に対し該当する借入金額を全額又は
一部返済することがあります。

　　（条項）
・当社の純資産額が591,200千円以下となったと　
き。
・日本政策金融公庫の書面による事前承認なし
に、当社が第三者に対して貸付け、出資、保証を
行ったとき。
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 136,914千円

役員報酬 7,560千円

福利厚生費 26,686千円

退職給付引当金繰入額 8,666千円

賞与引当金繰入額 12,384千円

減価償却費 2,121千円

貸倒引当金繰入額 1,711千円

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 117,441千円

役員報酬 11,592千円

福利厚生費 25,100千円

退職給付引当金繰入額 9,923千円

賞与引当金繰入額 7,449千円

減価償却費 3,165千円

のれん償却額 4,241千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 938,496千円

預入期間が３か月超の定期預金 △600千円

現金及び現金同等物 937,896千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 641,448千円

預入期間が３か月超の定期預金 △10,600千円

現金及び現金同等物 630,848千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,392,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 316,626

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　

　　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　

　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当社グループは印刷にかかる写真製版ならびに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一

事業であるため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社グループは印刷にかかる写真製版ならびに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一

事業であるため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記

載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 51.98円
　

　 　

　 56.23円
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 679,705 735,205

普通株式に係る純資産額(千円) 679,705 735,205

普通株式の発行済株式数(千株) 13,392 13,392

普通株式の自己株式数(千株) 316 316

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

13,075 13,075

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期

　　純利益金額　　　　　

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.19円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─

　

　

(注)  １　前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 ２　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期　　　

　　　　　　　　　純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　

 ３　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

25,203 △55,207

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

25,203 △55,207

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,886 13,075

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

株式会社 光陽社

取締役会　御中

　

霞 が 関 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　森　田　　　　義　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　笹　川　　敏　幸　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光陽社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続によ

り行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社及び連結子会社の平成20

年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで２期連続して営業損

失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等

は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月13日

株式会社 光陽社

取締役会　御中

　

霞 が 関 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　森　田　　　　義　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　笹　川　　敏　幸　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光陽社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続によ

り行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社及び連結子会社の平成21

年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において３期連続して営業損失を

計上し、また、２期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に関する

重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に

記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響

は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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